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たい。第一に、金融危機の原因については諸説あり、その解決方法もたくさんある。どれか一つをもって 非常に複雑な現実の全体像を捉えることはできない。第二に、東アジアには歴史的に多くの紛争 あるいは紛争の危機があったが、この地域の統合を考えるときに、どのよう 平和を達成するかについてはあまり議論されていない。ヨーロッパの場合は、平和 構築が最も重要な課題であり、長い間議論してきた。東アジアでなぜ平和が話題にならないのか、皆さんに聞いてみたい。第三に、機能主義漸進主義についてである。ヨーロッパの統合過程では機能主義、新機能主義あるい漸進主義といった政治理論が提唱されてき













で大きな損失を被っており、貯蓄に対考え方の転換を迫られている。しかし、皆が貯蓄する側に回ってしまうと 誰が需要を引き受ける か。可能性としては東 ジアが挙げられる。しかし、東アジアは貯蓄性向が高いという文化的な特徴がある。こうした習性を変えられ の どうかも、需要増加の鍵となる。林 　
 労働移動については、労働者の送出国、
受入国、労働者自身、さらに 入国に元らいる労働者の四者すべてが利益を得 ような仕組みを考えなければならない。また、金融危機が労働環境に与える影響は大きと考えている。現在の金融危機は実体経済
に影響を及ぼし始めている。そうなると、当然、失業者が増大する。労働者を送出する国は出す圧力が増えるし、受け入れる国は労働市場の需給が緩和しており、今以上の外国人労働者を受け入れる必要はないそうした状況の中で、移民労働者の労働条件の確保が課題となる。例えば、東アジアから中東に労働者が流出している 、中東の実体経済が悪化した き 東アジアからの移民労働者が解雇されたり、賃金が切り下げられるなど 問題 生じてく のではないか。 作り上げてきた良い意味での人の流れが、金融危機によってダメージを受ける。若松 　
岡本氏が指摘するとおり、東アジア
の地域統合は機能的なも 、つまりは実践的な統合であるという特徴があ 。そ 背景として、地域統合のベースとして企業のネットワークがあるからだと思う もう一点、金融危機とアメリカの世界市場における役割についてであるが、今までのよ にアメリカがすべてを吸収する役割を果たしていくのは難しい。ただし、今回の金融危機で、グローバルな不均衡はあまりにも大きくなってい ことが明らかとなった。これに対して 何らかの調整は必要で ろう。アジアにおい も域内の需要を刺激し 大市場として資金を吸収する役割を果たしていくべきであろう。
岡本 　
三点について私の考えを述べる。第
一に、機能的・分野的統合プロセスが二国間・多国間に重なっていくというイメージは新機能主義と同じ考え方であるという指摘があったが、まさにそのとおりである。そして、 は七〇年代に理論的に否定されているが、この点、どう考えるかという質問に対しては 東アジアでの統合は、そういった機能的統合の観 からはまだテストされていないと考える。ＥＵは各国の主権を委譲しながら統合プロセスを進めてきた。一方の東アジア 主権を委譲するに至るような機能的統合を果たしていない。
　第二に、ＡＳＥＡＮが運転席に座ってい

















域が「行動体の集合」であり、自分で行動できる主体だと思っているが 実際はそうではない。地域が紛争を起こすので なく、人が始めるのだ。 からこそ、地域に委ねるのではなく我々自身 意思 持って何をすべきか選択していく必要がある。
　自ら質問した「東アジアは統合を進める




得の低い国が他の国より く成長 おり、国同士の格差は縮小し いる。しか 国内格差は拡大し、しかもその速度が速まっている。中国では都市部や沿岸域で経済が発展しているが、内陸は取り残され発展の過程で欧米 も国内格差は生じたが、そうした格差が社会の安定を脅威 さらすほどになれば問題だ。 境を外した東アジア地域全体における 広がっているといえよう。林 　
 熟練労働者を専門的・技術的分野に従









ンは中国、マレーシアとＦＴＡを結んでおり、シンガポールと交渉中、タイと共同調査中だ。パキスタンとのＦＴＡに相手国が具体的な利益を認めれば、ＦＴＡ交渉を始める国もあるだろう。東アジアサミットに参加するための条件は、ＡＳＥＡＮの基本条約であ 東南アジア友好協力条約（ＴＡＣ） への署名である。当時のハワード ・ オーストラリア首相は、アメリカと 関係を気にしてＴＡＣに署名することを逡巡したが、最終的にはサインをして ジアサミットに参加した。白石 　
質問を続けたい。まず、メコン地域





ある。次に、言語的な制約が考えられる。英語で社内の会話の全てが通じる米国やカナダの方が働きやすく映るだろう。三点目に、米国と日本の企業では高い地位での報酬に決定的な差 ある。働 側には、より大きなチャンスのある北米の会社の方 魅力的だろう。この三点は、日本の企業文化や社会のあり方の根幹に関わる問題な で、変えていくのは難しい。カッツェンスタイン 　
 軍事大国、民族大国
としての中国の台頭が世界の政治を変えとは思えない。むしろ一九世紀や二〇世紀半ばぐらいまでの古い政治に戻る可能性がある。これは流血の伴う世界秩序であり、好ましくない。私の話 中で「中国化」と「中国の台頭」 は別だ。中国の開発モデルは、日韓の開発モデルと 異なっており、は開放的な経済発展の道筋を選んだ。貿易／ＧＤＰは日本や欧米より高 。だから、社会的、文化 資本も試せる。
　東アジアの政治は勢力均衡だけではない
と東アジア各国は何十年、何百年かけて学んだ。均衡を図るのはヨーロッパ式だ。東アジアには実際的なバランスがある。経験に基づいたアジア的な実際主義、現実主義がある。これを世界政治の中に織込むことが可能と私は考えている。
　
白石 　
パネリストの皆さん、ありがとうご
ざいました。
